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万円余以上を抱えて本件ビルを平成７年９月 28 日に訴外 A に売却している








































として 3109 万 6949 円，臨時費用保険金として 500 万円，取り片付け費用保険
金として 101 万 9700 円の支払を受けた。
Xは，本件店舗部分における営業再開のめども立たないため，平成 10 年９
― 60 ―
月 14 日，Y1 にはXの営業が再開できるように本件ビルを修繕すべき義務（以
下「本件修繕義務」という）があるのに履行しないなどと主張して，営業利益
喪失等による損害賠償を求める訴えを提起した。これに対し，Y1 は，本件修















める損害賠償の終期である平成 13 年８月 11 日までの４年５か月間の得べかり














































































































りし利益の賠償を通常損害とした最判昭和 33 年７月 17 日民集 12 巻 12 号
1751頁や，トラックの売買で名義書換に売主が協力しなかったため，名義書換
が遅れてその間使用できなかった営業利益を通常損害とした最判昭和 39 年 10



























さらに，福岡高判昭和 58 年９月 13 日判タ 520 号 148頁は，賃借人が賃貸人
による営業妨害により，喫茶店の営業の継続を断念せざるを得なかった事案に
おいて，賃借人の賃貸人に対する２年分の休業による損害の賠償を認めている。













































































































































から―」法時 42巻 10 号（1990 年）１頁，斎藤彰「契約不履行における損害軽減義
務」石田＝西原＝高木還暦記念（中）損害賠償法の課題と展望」（1990 年）31頁，同























































































まず，本件の賃貸人Y1は，平成７年 10 月 11 日，平成９年２月 18 日，平成


















































平成９年２月 12 日ならびに 17 日以降，Xは本件店舗を使用できておらず，ま












































⑽ 星野英一「借地借家法」（昭和 44 年）616 頁以下，幾代＝広中編「新版注釈民法⒂」
（1999 年）213頁以下参照。
⑾ 最判昭和 29 年７月９日民集５巻７号 1338頁，同昭和 35 年３月 26日民集 14巻
６号 1091頁，東京地判昭和 35 年１月 30 日判時 215 号 30頁，同昭和 33 年 12 月３
日判時 180 号 47頁，東京高判昭和 40 年６月 22 日東京民時報 16巻６号 121頁，名
































⒀ 長野地飯田支判昭和 33 年９月４日下民集９巻９号 1755頁，東京地判昭和 46年
２月 22 日判時 642 号 38頁。
⒁ 東京地判昭和 34 年 10 月 20 日下民集 10巻 10 号 2203頁，東京地判昭和 33 年８











































































































































⒅ 本判決に対する評釈としては次のものがある。金法 1862 号（2009 年）33頁，商
事法務 1866号（2009 年）46 頁，中村肇・法セミ 654 号（2009 年）128頁，廣峰正子・
法時 81巻 12 号（2009 年）112頁。なお，前掲注⒄・野澤評釈は本判決の判断に否定
的である。
